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令和４年度第１回船橋市子ども・子育て会議 会議録 

 

開催日時 

令和４年８月１２日(金)～９月１３日(火) 

 （資料の送付から回答の共有まで） 

 

開催場所 

書面開催 

 

出席委員 

赤塚 倫子     船橋市私立幼稚園ＰＴＡ連絡協議会会長 

天野 洋史     千葉県民間保育振興会理事 

生田 邦彦     船橋市保育協議会顧問 

伊藤 ミチ子    船橋市認可外保育所連絡会顧問 

大沼 良子     和洋女子大学教授 

尾木 修介     日本青年会議所教育部会シニア 

竹園 公一朗    船橋市保育園父母会連絡会副事務局長 

田中 善之     船橋市私立幼稚園連合会会長 

鶴﨑 桜子     ふなばししファミリーサポートセンター（育児）協力会員 

中原 美惠     東洋大学名誉教授 

長島 由和     船橋市社会福祉協議会常務理事 

原  綾子     船橋市ＰＴＡ連合会事務局長 

松﨑 総一     全国私立保育園連盟組織部部長 

松澤 弥生     全千葉県私立幼稚園連合会副会長 

南山 聡子     市民委員 

山中 広仁     船橋市民生児童委員協議会副会長 

横山 洋子     千葉経済大学短期大学部教授 

若月 梨香     市民委員 

  和久 貴子     船橋市小学校長会委員 

 

次第 

１．日程 

（１）８月１２日（金） 会議資料発送 

（２）８月１５日（月）～８月２２日（月） 意見・質問等受付 

（３）８月３１日（水） 意見・質問等に対する回答共有 

（４）９月 1日（木）～９月８日（木） 意見・質問等受付（２回目） 

（５）９月１３日（火） 意見・質問等に対する回答共有（２回目） 
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２．議題等  

（１）第２期船橋市子ども・子育て支援事業計画の令和３年度実績について 

（２）利用定員に関する取扱いの見直し（予定）について 

（３）ヤングケアラーの実態調査について 

   

 

公開区分 

公開 

 

傍聴者の定員・傍聴者数 

 ― 
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資料説明 

 

資料 1 第２期船橋市子ども・子育て支援事業計画の令和３年度実績について 

 

資料１は、第２期子ども・子育て支援事業計画の進捗報告資料です。 

第２期計画は、令和２年度から令和６年度の５か年を計画期間としており、今回は令和３

年度の進捗報告となります。 

 

２ページ 

２ページに第２期計画の概要を記載しています。こちらは主に、第２期計画の「概要版」

から抜粋しています。 

上段の「計画で進めていく取り組み」をご覧ください。 

第２期計画は、第１期に引き続き『「子どもの笑顔が輝き、生き生きと子育てできるま

ち・ふなばし」をめざして』を基本理念とし、基本理念に沿った施策を推進するため、２

ページに記載している３つの「基本方針」の視点から１２の「基本施策」を推進します。 

そして、各々の基本施策の中心的、代表的な「主な取組」について、参考指標を設定し、

進捗状況を確認していくこととしています。ただし、例えば相談件数のようにその増減の

是非を単純に評価できない指標等もあるため「目標」ではなく状況を把握するための「参

考」としており、また、国の制度等に則って進めていく事業や、数値化して参考とするこ

とが難しい取組等もあるため、「主な取組」や「参考指標」のない基本施策もあります。 

続いて、下段の「子ども・子育て環境の整備」をご覧ください。 

子ども・子育て支援法や基本指針において、需要量の見込みである「量の見込み」と、

「量の見込み」に対応する今後の提供体制の確保の内容と実施時期の見込みである「確保

方策」を設定するよう求められている事業があります。一つ目が、乳幼児期の教育・保育

を提供する「教育・保育」事業で、二つ目が、すべての子育て家庭を支援するため、地域

のニーズに応じたさまざまな子育て支援を行う「地域子ども・子育て支援事業」です。 

３ページ以降に、上記の「主な取組」「教育・保育」「地域子ども・子育て支援事業」の

令和３年度実績を記載しています。 

 

３～１５ページ 

基本施策の「主な取組」について、計画に記載している事項と、令和３年度実績値、令

和２年度の実施状況を記載しています。 

令和３年度実績の傾向として、例えば４ページの基本施策２「子どもの居場所づくり」

中段の表の主な取組「●放課後の居場所づくり」の指標「放課後子供教室（船っ子教室）

の延べ利用者数」や、５ページの主な取組「●子どもの遊び場や活動の場づくり」の指標

「児童ホームの来館者数」のように、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策を行

いながら事業を実施し、令和２年度よりも実績を伸ばした事業がございます。 

また、１２ページの基本施策８「ひとり親家庭等の自立支援の推進」上段の表の主な取

組「●相談機能の強化・情報提供の充実」の指標「母子・父子自立支援員による相談件数」
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や１４ページの基本施策１１「児童虐待未然防止の対策の充実」中段の表主な取り組みの

「●児童虐待相談体制の充実」の指標「家庭児童相談室の相談体制の強化」のように、相

談事業の件数は増加しています。 

 

１６～２５ページ 

続いて１６ページをご覧ください。 

幼稚園や保育所、認定こども園により就学前の児童に教育・保育を提供する「教育・保

育」事業について、年齢区分ごとに計画に記載している事項と、令和２年から４年度実績

を記載しています。 

この「教育・保育」の２号、３号については、各年度当初時点を実績値としているため、

すでに令和４年度まで実績値が把握されています。 

例えば、１６ページは、共働き家庭等で保育を必要とする３～５歳の児童 「２号認定

子ども」の需要と、それに対応する保育の受け入れ枠の確保状況を記載しています。 

上段の「■計画値■」「市全体」の表の令和４年度の「推計児童数」が「１６，６０９人」、

利用率が「４９．１％」であるのに対し、その下「■実績値■」の表の令和４年度の「児

童数」は「１５，３１４人」、「利用率」は「４７．６％」となっており、児童数も保育の

利用率も見込みより実績が低かったということを示しています。 

令和４年４月１日の保育所等待機児童の状況等と合わせた詳細は、参考資料①、②にて

ご報告します。 

 

２６～４４ページ 

続いて２６ページをご覧ください。 

すべての子育て家庭を支援するため、地域のニーズに応じたさまざまな子育て支援を行

う「地域子ども・子育て支援事業」（１３事業）について、計画に記載している事項と、   

令和３年度実績、令和３年度の実施状況を記載しています。 

３７ページの①一時預かり事業（幼稚園型）幼稚園型Ⅱにつきましては、令和３年度１

０月より開始した事業です。子ども・子育て支援事業計画の冊子には記載のない事業にな

りますが、令和４年度以降も継続する事業のため、実績を報告させていただくものになり

ます。 

また、令和３年度実績の傾向として、前述の「主な取組」と同様に、新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大防止対策を行いながら事業を実施し、（７）地域子育て支援事業や、

（８）一時預かり事業など、令和２年度よりは実績が伸びた事業がありますが、それらを

含めたほとんどの事業で見込みを下回っております。 

コロナ禍において、事業の実施にあたり、感染拡大防止対策を行いながら実施する、も

しくは事業を休止する、あるいはそもそも施設自体を休館するなど、フェーズごとの適切

な実施形態をとることで、実績が大きく左右されることから、新型コロナウイルス感染症

が事業実績に与える影響は大きいものと考えられます。 

 

資料１の説明は以上です。 
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参考資料①② 令和４年４月１日の保育所等待機児童と各地の状況について 

 

参考資料①、②は、各年４月１日の教育・保育の状況をお伝えする際の参考として、就

学前児童数や施設数、定員数、待機児童数等の状況を地図や表、グラフに整理したもので

す。 

  子ども・子育て支援事業計画においては、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業

を計画的に進め、進捗を管理するための「提供区域」を設定することになっています。 

  本市の第２期計画では、第１期計画に引き続き、５つの行政ブロック（南部、西部、中

部、東部、北部）を提供区域としており、参考資料①は市全体の状況を、参考資料②は提

供区域ごとの状況を示しています。 

 

参考資料① 市全体                             

市全体のシートをご覧ください。 

【就学前児童数】 

 就学前児童数については、年々減少傾向にあり、令和４年度は２８，８８９人となりま

した。 

 地区別では、西部、東部に多くの児童がいます。 

 

【保育需要数】 

  市内の認可保育所や認定こども園、小規模・家庭的保育事業の利用者数は年々増加して

おり、令和４年度は１３，１２９人となっています。 

  本市の待機児童数については、令和２年度に市基準５１９人、国基準１９７人と多く発

生しましたが、令和３年度は市基準２６１人、国基準１２人と大きく減少しました。令和

４年度は、市基準２８３人、国基準２８人と、令和３年度に比べて微増しました。 

  入所児童数と待機児童数を合わせた保育需要数も増加傾向にあり、令和４年度は１３，

４１２人となり前年度より増加しました。児童数に占める保育需要数の割合である保育需

要率は０歳を除いて上昇を続けています。 

 

【待機児童数（施設所在地区別）】 

  待機児童数を施設が所在する地区別に示すと、市基準では西部にある施設が１１６人、

国基準でも西部にある施設が１５人で最多になっています。 

  また、年齢別では、主に１、２歳の待機児童数が多いことがわかります。 

  令和４年度に待機児童が微増した要因としましては、保育需要率の伸びが大きかったこ

と、一つの地域に需要が集中したことなどが考えられます。 

  今後も、地域ごと、年齢ごとの状況に注目し、必要な整備を進めてまいります。 
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【施設の整備状況】 

  令和３年度は、私立保育所は２か所新規開設、1か所が小規模保育事業から移行しまし

た。また、幼稚園から認定こども園への移行が 1か所あり、保育の受け皿である２号・３

号の認可定員は、２００人分が整備されました。 

 

参考資料② 各教育・保育提供区域の状況                                 

南部地域 

南部地域のシートをご覧ください 

●船橋駅を中心とした地域です。 

●就学前児童数は減少傾向にあり、地区コミュニティごとの内訳としては宮本地区に多 

くの児童がいます。 

●保育需要数は令和３年度から４年度にかけてほぼ横ばいの状況です。 

●船橋駅があり他地区からの流入の多い本町地区、東部地域に近い宮本地区にある施設で、 

市基準待機児童が多くなっています。 

 

西部地域 

西部地域のシートをご覧ください 

●乗り換え駅である西船橋駅があり、多くの鉄道路線・駅のある地域です。 

●就学前児童数は減少傾向にあり、地区コミュニティごとの内訳としては塚田地区に多く 

の児童がいます。 

●保育需要数は増加が続いています。 

●鉄道駅周辺を中心に、待機児童のいる施設が散在しており、５ブロックのの中で最も多 

く発生しています。 

 

中部地域 

中部地域のシートをご覧ください 

●鉄道路線・駅がほとんどない地域です。 

●就学前児童数は減少傾向にあり、地区コミュニティごとの内訳としては夏見地区に多く 

の児童がいます。 

●保育需要数は令和３年度から４年度にかけてほぼ横ばいです。 

●全体的に待機児童のいる施設は少なくなっていますが、夏見地区では待機児童のいる施 

設が散見されます。 

 

東部地域 

東部地域のシートをご覧ください。 

●津田沼駅が近く、乗り換え駅である北習志野駅のある地域です。 

●就学前児童数は減少傾向にあり、地区コミュニティごとの内訳としては前原地区と習 

志野台地区に多くの児童がいます。 

●保育需要数は令和２年度以降ほぼ横ばいとなっています。 
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●全体的に待機児童のいる施設が散在していますが、特に津田沼駅から近い前原地区にあ

る施設で待機児童が多くなっています。 

 

北部地域 

北部地域のシートをご覧ください。 

●鉄道路線・駅が少ない地域です。 

●就学前児童数は減少傾向にあり、地区コミュニティごとの内訳としては三咲地区、坪井 

地区に多くの児童がいます。 

●保育需要数は令和３年度から４年度にかけてほぼ横ばいとなっています。 

●船橋日大前駅や二和向台駅周辺にある施設で、待機児童が多くなっています。 

 

参考資料①②の説明は以上です。 
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資料２ 補足説明資料 利用定員に関する取扱いの見直し（予定）について 

 

２－３ページ 

令和２年度第２回船橋市子ども・子育て会議において、「利用定員の見直しにする取扱

い」についての説明をさせていただきました。 

 

今回は、運用変更を検討している内容の説明となります。 

４－５ページは、定員変更の適用までの期間短縮（予定）について、また、６ページ以

降は、職員不足による利用定員の取扱いについて、検討段階ですので、それぞれご意見等

いただければと思います。 

 

４－５ページ 

「供給量の適正化」等を図ることを目的に「利用定員の見直しに関する取扱い」を制定

したところですが、適用までに時間がかかり過ぎることから、今年度より期間を短縮する

ための運用変更をしたいと考えております。 

 

６－７ページ 

また、待機児童が発生している地域においては、現行の取り扱いでは利用定員の減少を

認めておらず、職員不足により利用定員に満たない施設についての利用定員の減少につい

ては、７ページのとおり検討しているところです。 

 

８ページ 

今後、詳細を詰めていくことになりますが、８ページのスケジュール（案）で検討を行

っております。 

 

資料２の説明は以上です。 
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資料３ 補足説明資料 ヤングケアラーの実態調査について 

 

本市では、本来大人が担うと想定されているような家事や家族の世話を日常的に行う子

ども「ヤングケアラー」の実態を把握するため、市独自に、５月に実態調査を実施しまし

た。 

報道等ですでに見聞きしている方もおられるかと思いますが、先日、その結果を速報値

として、資料３のとおり記者発表しましたので、ご報告いたします。 

調査結果ですが、回答率は約４６％、そのうち４．８％が「世話をしている家族等がい

る」と回答しました。その「世話をしている家族等がいる」と回答した者のうち、約３６％

が「世話等により生活に影響が出ている」と答え、「自分の時間が取れない」、「勉強・宿

題に影響が出ている」との声が多くありました。 

また、回答者の約６２％が「ヤングケアラーという言葉を知らない」と回答しており、

認知度の向上も課題の一つと考えております。 

今後、１０月上旬を目途に調査結果を取りまとめ、詳細な調査結果をホームページ等で

公開するとともに、今回の調査結果をもとに、子どもやその家族への具体的な支援策につ

いて検討を行っていきたいと考えております。 

 

資料３の説明は以上です。 
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質疑応答 

 

〇松﨑 総一 委員 

  保育士養成就学資金については、保育士確保策として非常に有効であると感じているの

で是非継続し、更に広く周知していただければと思います。 

 なお、保育士確保については、更に処遇を向上し、船橋へ保育士を集めることが必要だ

と思います。それらが保育の質の向上にもつながりますので、是非期待致します。 

〇保育認定課 

  保育士養成修学資金貸付事業について、令和４年度は県内の指定保育士養成施設を中心

に制度の周知を行ったところです。これまでの借受者の出身校等を踏まえ、周知の在り方

について検討してまいります。 

 

〇松﨑 総一 委員 

  現状、一時預かり事業については、待機児童もある程度減ってきた状況下で、新型コロ

ナウィルスの影響もあり、現状では利用者が少ないのは仕方ないと思われます。 

 しかしながら今後待機児童が解消され、いつでも保育園に入れる状況になると一時保育

の利用者は増えると思います。 

現状、保育士が不足し、休止している園もあるようですが、実施していても補助が足り

ずに運営が厳しくなる状況では、いざ一時保育の利用者が増えても対応できなくなる可能

性があるのではないでしょうか。一時保育実施園が継続できるよう対応するべき課題だと

思います。 

〇保育認定課 

  今後の一時預かり事業の利用者数については、待機児童数や保育の必要性の無いご家庭

の需要等、さまざまな要素を勘案していく必要があると考えております。 

なお、保育所における一時預かり事業については、保育士不足を理由に休止せざるを得

ない施設が増加しておりますが、少しでも事業が継続できるように、令和３年度より以下

の通り配置基準の緩和や補助基準の見直しを図っているところですので、ご理解ください

ますようお願いいたします。 

・従前は保育士の資格を持つ職員２名以上の配置を必須としていたが、１名は保育士の必

要があるが、もう１名は子育て支援員等の配置でも可とした。 

・従前は職員２名以上の配置を必須としていたが、年間利用見込み人数が９００名未満の

場合は職員１名配置も可とした。 

・職員２名配置の場合、基本分の支給額が令和２年度は年額５,８７９,７２０円としてい

たが、令和４年度時点では、月額分３８０,８００円以内・期末手当分１,６３７,４４

０円以内（年間換算で６,２０７,０４０円以内）としている。 

 

〇南山 聡子 委員 

  ３つの基本方針に沿った幅広い施策の実現、ありがとうございます。各数値に関しては

コロナ禍の影響もあり評価が難しいこととは思いますが、先の見えにくい中でもできる限
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り子どもたちや子どもと関わる大人が安心して過ごせるよう、機動的に事業を継続してい

ただいていることに心より感謝申し上げます。                         

 基本施策２の「子どもの居場所づくり」に関して、放課後ルーム、放課後子ども教室、

児童ホームの他に、プレーパークと呼ばれる野外の遊び場･居場所を行政と NPO 団体等と

で協働して運営している自治体があります。都内を始め首都圏に特に多く、県内では千葉

市、四街道市に常設のプレーパークがあります。コロナ禍の中で野外の良さが再認識され

たことを追い風に、禁止事項をなるべくなくして子どもが主体的に過ごせる居場所の必要

性が見直されています。船橋市では、今ある居場所(放課後ルーム、船っ子教室、児童ホ

ーム)の他にさらに多様な居場所を検討する予定があるのか、教えていただけると幸いで

す。 

〇地域子育て支援課 

  市では、市内の各地域で、児童ホームや放課後ルームなどを整備し、様々な放課後の子

どもの居場所づくりを行っています。特に児童ホーム（児童館）は、県内最多となる２１

施設を設置しており、市の特色となっています。 

児童ホームは屋根付きの公園のような存在で、子どもたちが誰でも自由に来館できる施

設です。保育士や教諭、社会福祉士などの資格を持つ遊びを指導する専門の職員を配置し、

子どもの主体的な活動を支援するとともに、地域に根差した安心・安全な居場所として機

能しています。 

現在、今ある居場所の他に、さらなる居場所を新設する検討はありませんが、児童ホー

ムをはじめとした既存の資源を有効活用し、さまざまな機関と連携を図ることで子どもの

居場所づくりを充実させていきたいと考えております。 

 

〇南山 聡子 委員 

  いわゆるグレーゾーンと言われる子どもへの支援体制について教えてください。療育を

必要とするほどではないけれど、就学へ向けたフォローがあるとより安心して小学校入学

を迎えられる、というような子どもに対しての支援がないと認識していますが、検討予定

などはあるのでしょうか。 

〇公立保育園管理課・療育支援課 

  支援が必要な就学予定の児童につきましては、総合教育センターと連携し、保護者同意

のもと、「引継ぎのための連絡票」や「観察記録票」を活用し、入学後の心配や不安の相

談を受けながら、発達状況、支援の内容や引継ぎ事項を提供し、充実した学校生活が送れ

るようフォローをしております。 

また、こども発達相談センターでは、発達についての保護者様の心配に対して幅広く相

談を受けており、ご質問にあるようなお子さまの相談も受け付けています。 

当施設においても、相談者の希望に応じ「引継ぎのための連絡票」を作成し状況を就学先

に引き継いでおります。 

 

〇南山 聡子 委員 

  母子保健分野での多胎児(双子や三つ子など)への支援の拡充について具体的に教えて
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ください。また、多胎児家庭は子育ての困難さや外出が難しく、社会から孤立しがちなこ

とから、虐待のリスクが高いことも明らかになっています。産前産後サポートのみならず、

子育て支援、虐待防止策などへつながる切れ目のない多胎児家庭への支援が必要です。船

橋市でも多胎児家庭支援がより一層拡充されていくことを望みます。 

〇地域保健課・地域子育て支援課・家庭福祉課 

  多胎児への支援の拡充として、産後の育児や生活をイメージできるように、妊娠中から

就学前頃までの多胎児の母子を対象とした、交流会の開催を検討しています。交流会には、

多胎児育児の経験者や助産師も参加し、経験談や、ミニ講話の時間を設け、悩みの共有や

情報交換ができ、安心して出産・育児に臨めるような場にしていきたいと考えています。 

 南本町子育て支援センターでは、多胎児親子のサークル活動のため、部屋の貸し出しを

行っている他、要望に応じて、専門職（保育士、栄養士、看護師、心理発達相談員）が子

育て相談や遊びのサポートをしています。その他、多胎児親子（妊娠中の人も含む）が集

まり、子育てに関する情報交換のための場づくりを行う「双子（多胎児）のつどい」事業

を実施しています。 

 また、家庭児童相談室では、児童虐待を未然に防止するため、育児ストレスや育児不安

を抱える家庭を定期的に訪問し、育児相談、家事等援助を行う「養育支援訪問事業」を実

施しております。保健センターの家庭訪問等において、養育支援が必要と思われる家庭を

把握した際は、家庭児童相談室へ相談等を行うこととなっており、関係機関等が連携し、

導入の検討を行っております。今後も地域保健課と連携を密にし、養育支援が必要な家庭

への早期対応を図ります。 

 

〇天野 洋史 委員 

  ２号認定の入所率は計画時の見込みよりも低い水準で推移してきており、昨今の出生数

激減も鑑みると、令和５年度以降の確保計画数を令和４年度確保実績の８,００８人が上

限とすべきではないでしょうか。 

〇子ども政策課 

  量の見込み、確保実績の計画値については、本計画策定時に見込んだもののため、実績

が下回っている事はご指摘のとおりです。 

乖離の理由としては、新型コロナウイルス感染症の影響によるものが大きいと考えられ、

今後の正確な見通しが難しい状況です。また、利用率については上昇傾向にあるため、現

時点での確保計画数の変更については、検討しておりませんが、出生数の低下や、需要数

の状況を考慮し、適正な供給量となるよう努めてまいります。 

なお、第３期計画の策定にあたっては、来年度実績の状況も踏まえ、適切な計画値とな

るよう努めてまいります。 

 

〇天野 洋史 委員 

  ０才児３号は２号認定児以上に定員割れを起こしている上に、昨年度から１・２才児３

号の需給バランスがとれ始めた中、０才児３号の確保計画数は下方修正の方向で検討すべ

きだと思います。また待機児微増は、園が足りないというよりは保育士不足の影響の方が
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大きいというのが我々園現場の実感であり、園増設が保育士不足を助長しているのではな

いか、と考えています。 

〇子ども政策課 

  確保計画数の変更については前述のとおり検討しておりませんが、今後、第３期計画を

策定していく段階において、出生数の低下や需要数の状況等を勘案し、適切な計画値とな

るよう検討してまいりたいと考えております。 

また、保育士不足による待機児童の発生を抑制できるよう保育士の確保に努めますとと

もに、保育所を新設する場合においては、このことが保育士不足を助長することのないよ

う、適切に検討してまいりたいと考えております。 

 

〇大沼 良子 委員 

  ２号認定の子ども確保方策の「上記以外」とは、認可外保育施設や、私学助成幼稚園で

通年預かり保育を受ける子どもなどでしょうか。 

〇子ども政策課 

  「上記以外」の数値は、認証保育所の定員と、企業主導型保育の地域枠の合計となって

おり、認可外保育所の定員については、確保方策に含まれておりません。 

また、私学助成園の長時間・通年の預かりについては、２５ページの「教育利用希望の

２号」として計上しております。 

 

〇大沼 良子 委員 

  計画値、実績値の「教育利用希望の２号認定」がいずれも B（確保数）が A（量の見込

み）を下回っているようですが、これへの対応策は何かあるのでしょうか。 

〇子ども政策課 

  教育利用希望の２号の確保数は、元幼稚園の認定こども園の２号定員、新制度移行済み

の幼稚園の長時間・通年の預かり定員、私学助成園の長時間・通年の預かり定員の足し上

げとなっています。 

 一時預かり事業を実施している幼稚園に対しての補助金として「船橋市一時預かり事業

補助金（幼稚園型Ⅰ）」などがあり、これらを通じて預かり定員の確保につながる環境を

整備してまいります。 

 

〇大沼 良子 委員 

  放課後ルームの確保量が需要実績に対して不足しているようですが、これへの対応策は

あるのでしょうか。小学校に就学した後の早朝や放課後の子どもの保育を確保することが

子育て支援の重要課題のようです。取り組みにあたっての課題はどういうものがあるので

しょうか。 

〇地域子育て支援課 

  放課後ルームでは、令和４年度４月には３４３名（低学年１０９名+高学年２３４名）

の待機児童が出ております。そのため、待機児童の多いルームには、増設する対応を取っ

てまいりました。 
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 しかしながら、待機児童が多い放課後ルームは、小学校の在籍児童も多く、空き教室や

学校敷地内に余裕のある場所がないことが多いことから、すぐに増設することは困難な状

況です。 

 そのため、令和３年度から、行政経営課と、放課後子供教室を運営している教育総務課

との３者で、定期的に話し合いをしながら、待機児童の受け皿についてだけではなく、運

営方法などについての検討を重ねてまいりました。 

 その結果、まずは低学年の待機児童が多い３小学校（宮本、八栄、塚田南）について、

夏休み期間に限って、放課後子供教室の開室時間を通常の９時からではなく、前倒しの８

時開室とし、待機児童の受け入れ場所としております。今後も、協議を重ねて、対応を図

ってまいります。 

 

〇生田 邦彦 委員 

  本会議資料２において、現行の取り扱いの運用変更(予定)、また利用定員変更協議スケ

ジュール(案)が示されております。現行制度の３カ年から２カ年に短縮される等、見直し

がなされている事については一定の評価をするが、事業所においてこの課題は運営上、喫

緊の課題であり、国が示す通り自治体のおいてこのようなルールを定めるものではなく、

より柔軟に法人に寄り添い、協議がなれることを望みます。数値一辺倒しか容認できない

考え方には反対です。法人の理念、これまでの運営実績にも触れ、変更手続きに応じてい

ただきたいです。 

〇子ども政策課 

  ご意見ありがとうございます。本市においては待機児童が依然と発生しており、適正な

供給量の確保を図るためには一定のルールが必要との考えから令和２年度第２回子ど

も・子育て会議で「保育の供給量適正化の検討について」において利用定員減少の取り扱

いを制定し令和３年４月より運用を開始したところなります。 

 皆さまの意見や運営の状態を注視し実態に即した取り扱いにしていくよう努めます。 

 

〇生田 邦彦 委員 

  先月の報道にて、本市においても認可園を運営する某企業が保育士の人数を水増して報

告を行い、過大な運営費を不正受給していた事が明らかになりました。本件について担当

課は承知しているのかお知らせ頂きたいと思います。 

 保育従事者の採用が非常に厳しい中で苦慮しながら運営してきた多くの保育園にとっ

ては、残念でならなかったことと思います。 

 運営状況の開示義務が課されている社会福祉法人の保育園においては容易に、運営状態

が把握できますが、財務状況の公表義務がない株式会社の保育園においては運営実態がつ

かめません。せめて船橋市内の認可保育園は、同様に運営実態を開示すべきと考えます。 

 「保育従事者の人件費割合」や「事業活動収入に占める保育従事職員給与支出（人件費）

の割合」は、国の目安を大きく下回るような調査報道が調査結果（１８年度の東京都の調

査結果は、社会福祉法人で約７割、株式会社で約５割）となっています。割合のみで決め

ることではありませんが、開示により本来の目的に合った公定価格の運用がなされること
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を期待します。 

〇子ども政策課・保育認定課 

  報道の件につきましては承知しており、本市においては当該法人の認可以降の関係書類

を再精査しましたが、問題ありませんでした。また、法人担当者から、東京都で起きた不

正受給の原因と再発防止の取り組みについて直接説明を受けており、東京都の指導を受け

て法人自ら再調査した結果においても、本市からの不正受給は無かったことを確認してお

ります。 

 

〇竹園 公一朗 委員 

  保育需要は伸びているにもかかわらず、ここにきて利用定員取り扱いの見直しをする背

景を知りたいです。定員減少した具体的なケースをすべて提示してください。 

〇子ども政策課 

  地域によっては定員が充足したことにより入所人数が定員区分を下回る施設が出てき

たことが利用定員の取り扱いの見直しを始めた背景となります。 

 委員ご指摘のように保育需要率は令和４年度４６.４％と増加しておりますが、未就学

児の人口の減少が進んでおり、東部と南部では令和４年に今までで最も高い需要率を算出

していますが、需要数は過去の最も高い人数より下回っております。 

 令和２年度第２回子ども・子育て会議においてお伝えしているところですが、平成２７

年に国基準の待機児童数が全国でワースト２位になって以降待機児童対策を進めたこと

により待機児童は減少傾向になり、０～５歳・市全体でみると、定員数のほうが、需要数

を上回った状態が続くようになりました。０歳は年度当初は定員数が需要数を上回ってい

るが、年度末に向けて定員が埋まり待機が出る状況です。一方、１・２歳は、年度当初か

ら定員数の方が少なく、待機児童数が多い状況です。３～５歳は、年度当初から定員数の

方が多く待機児童数も少ない状況です。 

 利用定員の取り扱いについては、０歳とは異なり、年度途中の変動も少ないため、３～

５歳については供給過剰の可能性があるとし、第２期計画で供給過剰への対応について検

討するものとしたところです。これを受けて、令和２年度第２回子ども・子育て会議で利

用定員減少の取り扱いについてご協議いただき決定いたしました。開設等から５年以上経

過し「地域において供給が足りている」ために「恒常的に定員割れとなっている」施設と

開設当初に４・５歳定員が埋まらないと見込まれる等の場合に、１・２年度目に限りに定

員を引き下げることとし、令和３年４月１日から既存の８施設の減少したところです。ま

た、令和３年４月の新規開設２施設、令和４年４月の新規開設等３施設が対象となってお

ります。 

 

〇竹園 公一朗 委員 

  定員を見直す基準は何％でしょうか。また、それは全国的に認められている数値なので

しょうか。 

〇子ども政策課 

  「特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保
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育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等」（平成２

７年３月３１日内閣府告示第４９号）における定員区分を基準としております。その内容

は保育所の場合、２０人を下限とし、２１～３０人、３１人～４０人と１０人単位で区分

され１７１人以上を最大とするものです。 

 

〇竹園 公一朗 委員 

  問題を整理するために、すべての私立園と公立園の定員・入所率について、ここ１０年

の数字をそれぞれの園ごとに示してください。 

〇子ども政策課 

  全園となりますと整理に時間を要しますので、準備ができ次第別途回答させていただき

ます。また、１０年分とご意見いただいているところですが新制度の以前と以後で制度が

変わり基準が異なることと、データを算出する保育システムが変更されているので、新制

度以降の平成２７年からのデータとさせていただき、各園ごとの４月１日時点の利用定員

と入所率について後ほど共有させていただきます。 

 

〇竹園 公一朗 委員 

  利用定員の減少について各園ごとではなく、地域ブロックで考えていく方法は検討した

のでしょうか。 

〇子ども政策課 

  地域ブロックは範囲や施設数がさまざまであることから、地域ブロックよりさらに細か

く状態を把握するため当該施設周辺８００ｍを範囲として検討いたしました。 

 

〇竹園 公一朗 委員 

  定員見直しが保育士不足と連動する点が不可解です。そもそも認可の段階に瑕疵があっ

たのではないでしょうか。 

〇子ども政策課 

  施設整備を行う際には必要保育士数の確保を求めたうえで開設しております。 

 

〇竹園 公一朗 委員 

  見直しが進んだ場合、私立園はますます経営重視となり、保育の「質」は今まで以上に

後回しになると危惧しています。市の事業計画に掲げる「子どもの笑顔が輝き、生き生き

と子育てできるまち」との整合性はいかがでしょうか。 

〇子ども政策課 

  現状の入所人数に即した給付費単価が適用されることで経営の改善が図られ、安定した

経営のもとで保育の「質」が確保されると考えております。 

 

〇竹園 公一朗 委員 

  ここのところ公立園の児童が減少しています。経営面から私立園に人を回すといったや

り方には断固反対します。 
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〇子ども政策課 

  保育園の入所手続きにつきましては、保護者からの入所希望に基づいて実施しており、

私立園を優先的に案内するような事はございません。 

 

〇竹園 公一朗 委員 

  保育の質のメルクマールになる公立園を市の保育政策の中心に位置づけて運営してい

ただきたいです。 

〇子ども政策課・公立保育園管理課 

  ご意見ありがとうございます。保育においての中心は子どもととらえておりますので、

今後も引き続き、施設形態等に関係なくどの施設に通っていても保育の質が維持されるよ

う努めてまいります。 

 

〇竹園 公一朗 委員 

  厚生労働省は２０２５年が児童数のピークとしている。船橋はここ２０年で私立園が５

倍増えて１０１園となった。対照的に公立園は２７園にとどまり、極端に少ない。保育事

業の事実上の民営化の皺寄せを公立にこれ以上向けないでください。 

〇子ども政策課 

  市といたしましては、保育の実施責任がございますことから、施設形態等に関係なくど

の施設に通っていても保育の質が維持されるよう努めており、待機児童対策において特定

の施設に過度な負担が生じていることはないというふうに考えております。 

 

〇竹園 公一朗 委員 

  そもそも一度の書面開催で決定していい事案なのでしょうか。数字が洗い出されている

とは言えず、再度、広く事情を聴取した上で慎重に議論すべきだと思います。 

〇子ども政策課 

  利用定員の引き下げにつきましては、需給バランスの調整により経営改善が図られ、ひ

いては保育の質の確保に資することを目的としており、子ども・子育て会議においてご意

見を頂きながら、適切に進めてまいりたいと考えております。 

 

〇大沼 良子 委員 

  現行の取扱い（１）の運用変更（予定）については、大変良いと思います。利用者数（２・

３号子ども）が少ない園で、３～５歳児クラス定員を減らし、需要の多い１・２歳児クラ

スの定員を増やすというようなことは可能でしょうか。 

〇子ども政策課 

  施設の保育室等の面積条件を満たしていることが必須となりますが、ご提案いただいて

いるように３～５歳児クラス定員を減らし、１・２歳児クラスの定員を増やすことは可能

です。ただし、持ち上がりを考慮し３～５歳の各年齢ごとの利用定員を超えて１・２歳児

の利用定員を設定することはできないものと考えております。 
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〇大沼 良子 委員 

  「職員の不足」という問題が大きいことも課題であるということも理解できましたが、

保育士配置が多く必要となる１・２歳児クラスの定員増は難しいでしょうか。 

〇子ども政策課 

 定員に対して需要が多い地域にあり、保育施設の面積に余剰があり職員配置が可能な範

囲で超過入所を行って頂いている施設がございます。 

 

〇松﨑 総一 委員 

  利用定員の減少は法第３５条２項又は第４７条２項の規定により、事業者の届出で足り

るものである為、必要事項を盛り込んだ届出は受理しないことはできないと思います。 

国はそもそも施設からの届出があれば受理をするよう示しているが、船橋のルールを作る

ことが適切なのかも疑問です。 

 資料２のＰ５についても、１年度を超えて定員割れが続いていなくとも、その年度の年

末まで定員を割っていたら、次年度についてはある程度見込める状態になるので、すぐに

協議し、次年度には定員を減少出来るようにするべきではないでしょうか。 

 基本的に保育現場には余裕がなく、定員減の協議に進めないと翌年度も収入の減少にな

り、保育現場には余裕がなくなり、離職につながるなど負の連鎖を断ち切ることが出来な

くなります。 

 柔軟に認めつつ、職員の採用等により受け入れが出来る状態になればすぐに見直すなど

の対応で良いのではないでしょうか。基本的ルールが必要とは思いますが、本来収入につ

いて保育事業以外への支出がなされていないなどの条件で十分かと思います。（株式配当

など） 

 民間では待機児童解消のため施設整備を行い、補助を受けながら運営している施設もあ

りますが、期限が決まっている補助もあり、期限が切れて尚且、定員も割れている場合な

どはすぐに運営がひっ迫する施設もあるかと思います。  

〇子ども政策課 

  ご意見ありがとうございます。ご指摘の通り利用定員減少について届出制であることは

承知しています。しかし、本市においては需要が減少している地域がある一方待機児童が

発生する地域もあり、「供給量の適正化」を図るために利用定員減少の取り扱いを定めた

ものであります。 

委員の皆さまからいただいた意見と利用実態を注視し、引き続き検討を行ってまいります。 

 

〇南山 聡子 委員 

  現状に応じた供給量の適正化のために、定員変更までの期間を短縮することは妥当だと

思います。今回の資料では定員を下回っている実績をもって判断するとありますが、マン

ション建設の有無などを加味した見込み数も判断材料に含まれるのでしょうか。 

〇子ども政策課 

  その時点での実情に即した対応が必要と考えております。直近に入居がはじまる予定の

マンション開発は別として、具体的な計画内容が明らかでないマンション建設等の開発に
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ついては利用定員の減少の判断材料とすることは、適していないと考えております。しか

しながら、周辺人口が増加し入所希望者の増加が見込まれることは事前に該当する施設等

に共有するよう努め受け入れ態勢の構築を図るものと考えておりますが、利用定員の増加

は実際に入所数が増加しそれが継続する場合に改めて行うものと考えております。 

 

〇南山 聡子 委員 

  職員不足による悪循環を断ち切る施策は必要だと思います。長期的に見てその地域の子

どもたちに最善の利益がもたらされるよう、職員の処遇改善も含めて方策を定めていただ

くことに期待します。 

〇保育認定課 

  保育士の確保、処遇改善につきましては、国制度や近隣自治体の動向等を注視しつつ進

めてまいりたいと考えております。なお、市の保育士確保施策の周知状況に課題があると

考え、令和４年９月より保育士向け求人サイト「保育士バンク！」に船橋市の特集記事を

掲載するとともに、サイトに登録する人にメール配信を行うことにより、より直接的な周

知を行い、市内の保育所等への就労へつなげてまいります。 

 

〇伊藤 ミチ子 委員 

昨今の保育を必要とする子供の減少からも定員の見直しが必要となる場合があるかと

思いますが、保育所の運営経営及び、保育の中味の充実・継続の観点からも、保育士を継

続できる（雇用）出来る財政補助が必要です。年度途中でも（定員変更の後）入所申し込

みの対応が出来るよう柔軟な施策が必要です。保育士の配置基準が国の最低基準でなく全

保育所に船橋基準が当てはまるように願います。 

〇子ども政策課 

  ご意見ありがとうございます。船橋基準とは公立保育所の職員配置基準との理解で回答

いたします。保育士等の配置基準につきましては、公定価格上の基本分単価に含まれる職

員構成のほか、公定価格上の各種加算項目及び市単独による運営費補助金に基づく加配補

助項目により、必要な配置ができるよう取り組んでいるところです。今後も適切な職員配

置が実現できるよう研究してまいります。 

また、「３ その他」のうち新規開設当初１・２年度目に４・５歳児の利用定員を認可

定員から引き下げて設定することは今年度も行ったところです。定員減少をした施設で、

定員を超過する施設はまだありませんが継続して発生しそれが続く場合には変更するこ

とと考えております。 

 

〇中原 美惠 委員 

  資料２「利用定員に関する取扱いの見直し（予定）」についてお尋ねいたします。ご確

認ください。 

 運用変更の要点としては、以下①，②であると理解しました。 

① １年を超えて給付費の定員区分を下回った場合、利用定員見直しの相談・協議を開始

する。 
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② 状況が改善せず、過去２年度の利用者数の平均が給付費の定員区分を「下回ることが

確定した場合」、次年度４月から減少した利用定員区分を適用する。 

 上記①、②の理解が妥当ならば、「 」部分に相当する表記を加筆し、判断時期を明確

にする必要があるかと思いますがいかがですか。 

〇子ども政策課 

  ご意見ありがとうございます。現在の取り扱いは令和３年４月より適用したところです。

資料でお示しした課題解消のため、期間短縮の実現を図るものですが、今後も引き続きよ

り良いあり方の検討を重ねてまいります。 

 なお、運用変更については、１年を超えて給付費の定員区分を下回った場合、利用定員

見直しの相談・協議を開始し、年明け以降もそのまま定員区分を下回ることが継続すると

想定される場合は、次年度４月から減少した利用定員区分を適用するものといたします。 

 

〇中原 美惠 委員 

  また、現行（２）の項では、＜直近４月に…待機児童が生じていない＞ことを変更の条

件としていましたが、その点は確認しないということになりますか。 

〇子ども政策課 

  「現行の扱い（２）直近４月において、当該施設及び周辺施設に３～５歳で待機児童が

生じていない。」ことについては引き続き確認を行います。 

 

〇松﨑 総一 委員 

  引き続き検討していくとあるが、いつまでに等記載が無くスピーディーに対応しなけれ

ば、職員不足による負の連鎖が起こり、なかなか抜け出せなくなる状況が現場にはありま

す。一刻も早く今年から届出に対応するようにお願い致します。 

〇子ども政策課 

今回委員の皆さまよりいただいた多くの意見を参考に、来年度４月から対応できるよう

検討を進め第２回会議で報告させていただく予定です。 

 

〇若月 梨香 委員 

  ヤングケアラーについて、自分の時間の確保や学業に支障が出ている声が多くありまし

たが、行政として負担を少なくする支援やサービスはあるのでしょうか。 

〇子ども政策課 

  ヤングケアラーに対しての必要な支援については本人や家庭の事情により多岐にわた

るため、「保健と福祉の総合相談窓口さーくる」などの各相談窓口への問い合わせがあっ

た場合には、まずは世帯全体の課題整理を行い、何に困っているのかを把握し、可能な支

援を検討します。 

 生活困窮世帯の中学生やひとり親世帯の高校生で学習が困難な状況があれば、学習支援

事業を紹介し、基礎的な学力向上を図るための指導や進学、進路支援を行っております。  

ひとり親家庭で、病気などを理由に生活に支障が生じている場合には食事の世話や買い物、

掃除などの家事支援をする「ホームヘルパー」を派遣します。 
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ケアの対象が高齢者である場合には、相談者宅に訪問し、介護サービスが必要な場合には

要介護認定申請の案内などを行います。 

 食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある家庭である場合には、「養

育支援訪問事業」として、ヘルパーを派遣し、家事等の援助を養育者と一緒に行います。 

以上が現時点で考えられる支援の一例です。 

 今後、調査結果を基に子どもやその家族への具体的な支援についてさらに検討してまい

ります。 

 

〇原 綾子 委員 

  我が家には小５と中１の子どもがいるので、アンケート調査について聞いたところ、学

校で自分の端末から回答したとのことでした。アンケートをする前にヤングケアラーにつ

いて先生からの説明や授業のようなものはあったのか聞きましたが、ヤングケアラーにつ

いて書いてある紙が配られて、「各自それを読んで答えてね」という簡単なものだったよ

うです。アンケートをきっかけに学びや理解を深められるチャンスとして非常にもったい

ないと思いました。 

 学校も先生方も時間の無い中と思いますが、とりあえずアンケートをして終わりという

のが一番時間の無駄遣いではないでしょうか。アンケートを依頼する際に、子どもたちと

一緒にこの問題について考える時間を設けることもセットでお願いをしていただけたら

よかったのではと感じました。 

〇子ども政策課 

  本調査については、ヤングケアラーの実態を把握することを主目的とし、学校教育活動

の無理のない範囲で実施を依頼しました。このことから、ご指摘のような時間を設ける事

は学校側の負担等の観点から、調査時点では実施できませんでしたが、今後、具体的な支

援策と併せまして、啓発方法や学習機会について、検討してまいりたいと考えております。 

 

〇横山 洋子 委員 

  「ヤングケアラー」の実態調査をありがとうございます。緊急性の高い事例は、１０月

の調査結果の取りまとめを待たず、調査員などを派遣し、必要な支援に即時つなげられる

ことを期待します。また、アンケートですくえなかった子たちも想像力を働かせ支援いた

だきたいと思います。 

〇山中 広仁 委員 

  「ヤングケアラー」の実態調査が気になりました。関心を持っていきたいと思いました。 

〇大沼 良子 委員 

  ヤングケアラーの実態調査結果、興味深く拝見しました。小学生のころからのヤングケ

アラーがいるということ胸が痛みます。早急に支援策を検討し、実施していただけるとよ

いと思います。 

〇伊藤 ミチ子 委員 

  ヤングケアラーの実態調査について、とてもよい調査だと思います。しかし、回答者の

６２％が「ヤングケアラーという言葉を知らない」は驚くというよりは、当然のようにも
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思います。まず定義も広知されず、自身がヤングケアラーだと自覚しようにもできない状

況だと思います。結果で終わらせないで、今後も調査と広く知らせる行政手法をお願いし

ます。 

〇南山 聡子 委員 

  独自の実態調査、ありがとうございます。「ヤングケアラーという言葉を知らない」子

どもの多さにびっくりしました。当事者への支援とあわせて認知度向上に向けた取り組み

をよろしくお願いいたします。   

 

横山委員・山中委員・大沼委員・伊藤委員・南山委員の質問に対する回答 

〇子ども政策課 

  現時点で可能な範囲の支援については、若月委員への回答のとおりです。 

ヤングケアラーについては、本人にその自覚がなく、周りの大人に頼る事が出来ていない

事が問題点として認識しております。 

調査を通して認知度の低さが浮き彫りになったため、子どもが相談しやすい環境づくり

や、こちらから実態を把握できるような体制を整える必要があると考えております。今後、

周知の方法や具体的な支援策等の検討を進めてまいります。 

 

 

閉会 

 

〇事務局  

以上で令和４年度第１回船橋市子ども・子育て会議の審議を終了とさせていただきます。 

今回の会議については、新型コロナウイルス感染症対策のため、書面会議開催となったこ

とをお詫びするとともに、皆様のご理解とご協力に感謝申し上げます。 

  今後も引き続き、船橋市の保育、子育ての充実のためにご協力をお願いいたします。 

 


